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　In recent years, despite a recovery trend in the total fertility rate, the number of 
births has continued to decline. This is an important policy issue for Japanese society.
　The purpose of this paper is to organize the previous studies that have dealt with 
child-rearing and falling birthrates. In addition, based on trends of research related to 
low fertility and regional characteristics, we aim to clarify the relationship between local 
needs and child-rearing environment focusing on rural characteristics at a municipal 
level.
　The main findings are as follows:
　1.　Declining birthrates are a common problem in developed countries. The low birth 
rate began to be mentioned in policy issues in earnest in Japan relatively slowly in the 
late 1990s.
　2.　The total fertility rate believed to be low in metropolitan areas, and high in rural 
areas, Different birth rates in regions has emerged in recent years.
　3.　Since the ease of birthing and raising a child is different depending on the region, 
child care support in accordance with the region is necessary.
　4.　To do this, it is necessary to research and analyze by region. In particular, 
in the current child care support system, municipalities are positioned to support 
the implementation bodies. Therefore, situational awareness of the child-rearing 





A Study on Birth Trends and Regional Characteristics


























































　第 2 次ベビーブーム（1971 年〜 1974 年）をピークに、出生数は減少傾向を示し始めて
いたが、人びとに少子化の問題を印象付けたのは、1989 年の「1.57 ショック」であろう。
この年の合計特殊出生率が、戦後稀にみる低さを記録した 1966 年（丙午）の 1.58 を下回っ
たことから、少子化の深刻さが社会全体に共有されるようになった。
　その後も合計特殊出生率は低下し続け、2005 年には過去最低の 1.26 を記録した。しか
し近年、合計特殊出生率は若干の上昇傾向を示しており、厚生労働省が公表している「平
成 24 年（2012）人口動態統計（確定数）の概況」によると、2010 年では 1.39、2011 年で
も同率の 1.39、2012 年は 1.41 となっている。





　出生数は、下に示すように、「女性人口（15 歳〜 49 歳）」と「（期間）合計特殊出生率（５）」




* 35 は、15 歳から 49 歳を 1 歳ごとに刻んだ場合の個数であり、35 個となる。
　2011 年の女性人口が 2,634 万人であったのに対し、2012 年は 2,613 万人で△ 0.8％と減







に転じた理由として次の 2 点を挙げている。1 点目は、「2005 年時点で出産を控えていた






出生数は、第 1 子・第 2 子において減少傾向にあるが、第 3 子においては 2006 年以降上
昇傾向を示している。また、出生順位別合計特殊出生率をみてみると、2006 年以降、す
べての出生順位で上昇傾向を示しており、2011 年では第 1 子は前年に比べて低下したも
のの、第 2 子、第 3 子については上昇している。
　夫婦の出生する子ども数について、国立社会保障・人口問題研究所の『第 14 回出生動
向基本調査』によると、夫婦の完結出生児数（７）は、1940 年の 4.27 人から減り続け、1972
年に 2.20 人となって以来、2005 年の 2.09 人まで、一定水準を保ちながら推移していた。
　つまりこれまでは、結婚した夫婦はだいたい 2 人の子どもを生んでいるという状況で























ことなどが明らかにされてきた（網野 2002、厚生白書平成 10 年版 1998 など）。
　むしろ、日常生活における子育てを母親が専従しており、父親の存在が希薄であること
から、父親役割についての研究が行われるようになってきた。そのなかで、父親役割の見
直しとともに、父親の実態調査などが実施されはじめた（柏木 1993、牧野 1996 他）。
　
（2）ワーク・ライフ・バランス研究へ
　2010 年総務庁「国勢調査」によると、年少人口は 1,680 万 3 千人（13.2％）、生産年齢人口（15
歳〜 64 歳）は 8,103 万 2 千人（63.8％）、高齢者人口 2,924 万 6 千人（23.0％）となってい
る。国立社会保障・人口問題研究所の「日本の将来推計人口」によると、2060 年には年











































づき計画を策定・給付・事業を実施する必要が出てきた。現在（2013 年 10 月現在）、各
地方自治体は、各地域のニーズを把握するべく調査を実施している段階にある。



































1990 年、1985 年、1980 年の市町村別デ－タにより、平均初婚年齢及び有配偶女子出生力




出生力が高い地域）と L 地域（平均初婚年齢が高く、有配偶出生力が低 L 地域）を選定し、
調査を実施したのである。































































































































































（１）現在の育児休業制度では、子どもが 1 歳半まで休業前賃金の 50％が保障されているが、























（６）「（15 歳〜 49 歳女性人口の）年齢構成の違い」は、厚生労働省の参考資料によれば、「出
生率の高い年齢の女性の人数が、出生率の低い年齢の女性の人数よりも多い場合には 1 よ
り大きくなり、少ない場合には1より小さくなる」と説明される。2011年の年齢構成が1.002
であったのに対して、2012 年の年齢構成は 0.988 と低下している。





よると、1970 年代に 2.1 前後に落ち着いたが、80 年代後半から低下傾向となり、1990 年
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